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Ⅳ むすびにかえて
Ⅰ は じ め に
「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（以下，「情報公開法」という）
は，1999 年に制定され 2001 年より施行された。しかし，当初から指摘されて
いた不備を修正し，10 年間にわたる運用に照らしてあぶりだされた欠陥を改
める必要性から，その改正に向けて，2010 年 4 月，内閣府に行政刷新会議・
行政透明化検討チームが設置された。筆者は，このチームの委員に学識経験者
として参画した。同チームは，原理的問題をはじめ，各省庁（最高裁判所事務
総局も含む）のヒアリングを含む，実務的な検討作業を精力的に行い，同年 8
月 24 日に，改正に向けた提言「行政透明化検討チームとりまとめ｣1)を答申し
た。
そして，この答申を受けて，内閣府は改正作業を進め，2011 年 4 月 22 日，
内閣は，「行政機関の保有する情報の公開に関する法律等の一部を改正する法
律案」を閣議決定（閣法第 60 号）して，第 177 国会にこの改正法案2)を提出し
61
） http://www.cao.go.jp/sasshin/shokuin/joho-kokai/pdf/fin/fin_docu_04-01.pdf 参照。
た。ところが，この法案は，内閣と国会が，おりしも同年 3 月 11 日に発生し
た東日本大震災の対応に追われた結果，十分な審議が行われないまま，2012
年 11 月 18 日，衆議院解散に伴い，審議未了・廃案となってしまった。
その間，2010 年 9 月 7 日午前に発生した尖閣列島諸島沖の中国漁船衝突事
件の映像が海上保安官によって流出したことが直接のきっかけとなって，2010
年 12 月，「政府における情報保全に関する検討委員会」が設置され，その下で
開催された「秘密保全のための法制の在り方に関する有識者会議」は，2011
年 8 月，「秘密保全に関する法制の整備について」と題する報告書をとりまと
めた。内閣はこれを受けて「秘密保全法案」（仮称）の作成を検討した。しか
し，この法案は，有識者会議議事録の不備などの問題点が指摘されて，国会提
出が見送られた。
その後，2012 年 12 月，政権は，民主党から自由民主党・公明党に交代した。
この政権は，情報公開法改正ではなく，民主党政権下で日の目をみなかった
「秘密保全法案」のみに関心を示し，この法案をベースにして，2013 年 12 月，
「特定秘密保護法」（正式な名称は「特定秘密の保護に関する法律」）を成立させた
（2014 年 12 月施行）。
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） 法案については，http://www.cas.go.jp/jp/houan/johokokai/110422_houan_riyu.pdf
を，新旧対照表については，http://www.cas.go.jp/jp/houan/johokokai/110422_taishou.
pdf 参照。この法案は，「知る権利」を明文化したほか，以下の改善をはかろうとした。
すなわち，①開示情報の範囲の拡大，②開示請求手数料の原則廃止，③開示までの期限
の短縮，④不開示決定についての根拠条文と理由の具体的記載の義務付け，⑤所管の総
務省から内閣府への移管に伴う内閣総理大臣の指導力の強化などである。さらに訴訟と
なった場合の制度の以下の整備もはかられる。①情報公開訴訟の提起可能な地方裁判所
の 8ヶ所から 50ヵ所（全裁判所）への拡大，②不開示情報の不開示理由をリストにして
整理した書面（アメリカではその考案者の名をとって「ヴォーン・インデックス」と呼
ぶ）の提出を行政機関に求める手続の導入，③当事者の立ち会いなしに裁判所が対象文
書の証拠調べを行う手続（アメリカでは「インカメラ・インスペクション」と呼ぶ）の
導入などである。その意義の簡潔な整理については，渋谷秀樹「論 知る権利明文化の
意義」信濃毎日新聞 2011 年 6 月 8 日朝刊参照。なお，行政法学の視点からみた意義につ
いては，橋本博之「『知る権利』を基軸とする情報公開法制に向けて」自由と正義 61巻
9 号 52頁（2010 年），行政刷新会議の事務局担当者の視点からみた意義については，島
村謙「行政刷新としての情報公開法改正作業を担って」自由と正義 61 巻 9 号 58 頁
（2010 年）を参照。
情報公開法と特定秘密保護法では，その志向が 180度違うことは明らかであ
る。後者の問題点についは，簡単にではあるが，すでに指摘したところであ
る3)ので，ここでは，憲法上，最も検討を要する「知る権利」の明文化の意義
と位置付け，裁判の原則公開を定める 82条といわゆる「インカメラ審理」と
の関係を中心にすえて，論じることにしたい4)。
Ⅱ 「知る権利」の問題
「知る権利」を情報公開法 1条の目的規定の中に明文化するにあたって，3
つの問題を考えなければならない。すなわち，第 1は，そもそも憲法上の権利
として，「知る権利」があるのか，第 2は，「知る権利」を明文化した場合，そ
れはどのような機能を果たすのか，第 3 は，1条に規定された，「国民に説明
する責務」（以下，「説明責任」とする）との関係はどうなるのか，である。
 「知る権利」はあるのか
情報公開法の制定過程において，「知る権利」の明記が見送られた理由は，
最高裁判決の中にそれを示したものがなく，また学界においても意見が分かれ
ており，なお「知る権利」の概念が成熟していないこととされる。
⑴ 判例における理解
「知る権利」については，情報公開法が制定された 1999（平成 11）年以前に
出された，「よど号」ハイ・ジャック新聞記事抹消事件・最高裁大法廷判決5)
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） 秘密保全法案の問題点については，渋谷秀樹「論・秘密保全法 必要性に疑問」信濃
毎日新聞 2011 年 12 月 28 日朝刊，特定秘密保護法の問題点については，渋谷秀樹・憲法
への招待 74頁以下（新版，2014 年）参照。
） 前記行政透明化検討チームにおける議論の流れの中で，憲法の視点からの意見書の必
要性を感じ，それを作成して提出したが，その終了直後に，同チームの三宅弘座長代理
の求めに応じて日本弁護士連合会の機関誌『自由と正義』にこの意見書に若干の修正を
施して寄稿した。それが，渋谷秀樹「知る権利・インカメラ審理と憲法」自由と正義 61
巻 9 号 44頁（2010 年）である。本稿は，この意見書に若干の修正を施し，脚注を付し
たものである。
） 最大判昭和 58 年 6 月 22 日民集 37巻 5号 793頁。
において，以下のような言及がある。すなわち，「さまざまな意見，知識，情
報の伝達の媒体である新聞紙，図書等の閲読の自由が憲法上保障されるべきこ
とは，思想及び良心の自由の不可侵を定めた憲法 19条の規定や，表現の自由
を保障した憲法 21条の規定の趣旨，目的から，いわばその派生原理として当
然に導かれるところであり，また，すべての国民は個人として尊重される旨を
定めた憲法 13条の規定の趣旨に沿うゆえんでもある」とされている。この自
由は，裁判所における傍聴人の筆記行為の自由が争点となった，いわゆるレペ
タ訴訟・最高裁大法廷判決6)においても，「各人がさまざまな意見，知識，情
報に接し，これを摂取する」自由は，憲法 21条 1項の表現の自由から派生原
理として当然導かれる権利として確認されているのである。なお，これらの判
決以前に，「知る権利」に言及したものとして，博多駅事件・最高裁大法廷決
定7)があるが，これは報道機関の報道の自由の機能を根拠づけるために言及さ
れたものに過ぎず，政府との関係で問題となる「知る権利」とは次元を異にす
るものである。
これらの判決は，それぞれ，新聞等を閲読する自由，または情報等を摂取す
る自由として，「知る権利」について言及し，その根拠として憲法 19条・21
条・13条を示した。しかし，これらの判決で言及された「知る権利」は，政
府が新聞等の閲読または情報等の摂取を妨害しようとしていることを止めさせ
る，すなわち妨害行為を排除する，さらに換言すれば不作為を請求する権利，
いわば「知る自由」であると解されるのが一般的であった。情報公開法制定時
に，なお「知る権利」が成熟した権利ではないという理解8)は，これらの判決
は，あくまで妨害排除請求権または不作為請求権として解される「知る自由」
に言及したにとどまり，給付請求または作為請求と解される「知る権利」，す
なわち「行政文書の開示を請求する権利」（情報公開法 1条，以下「情報公開請
求権」とする）との間にはなお懸隔があると把握されていたことに基づくもの
と推察できる。
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） 最大判平成元年 3月 8日民集 43巻 2 号 89頁。
	） 最大決昭和 44 年 11 月 26 日刑集 23巻 11 号 1490頁。
） 宇賀克也・新・情報公開法の逐条解説 32頁以下（第 6版，2014 年）等参照。
⑵ ベースラインの確認
このような把握の基礎にある考え方は，今こそ根本的に見直すべきではない
か。すなわち，従来，情報公開請求権は，例えば，新聞などを自由に読み，裁
判を自由に傍聴するなど，本来あるべき状態を，政府が介入し妨害して壊すこ
とを排除する権利ではなく，国民が政府関係の情報をもっていない状態が本来
あるべきものととらえ，その状態の中で，新たに創設された権利と理解されて
いたのであった。権利の本来あるべき状態をベースラインと呼ぶ9)とすれば，
「知る自由」の妨害を排除することは，ベースラインへの回復・復旧となる。
他方，「知る権利」の妨害についていえば，そもそもそのような権利はない
ので，ベースライン自体は侵害されておらず，ベースラインに追加的に上乗せ
して，政府機関に蓄積された情報を積極的に獲得していく権利，すなわち政府
情報にアクセスする権利を付与すると考えるのが一般的であったといってよい。
ここでは，情報公開請求権としての知る権利は，作為請求権であると位置づけ
られたのである。
しかし，そのような発想を転換すべき時機が到来していると考えるべきでは
ないか。すなわち，今こそ，政府機関に集積している情報は，本来誰のものか
という点をより根本から考え直すべき時機なのである。そして，本来，政府機
関に集積された情報は，国民のもの，すなわち「国民共有の知的資源」（公文
書等の管理に関する法律 1条）である，ということをベースラインに設定し直せ
ば，そのような情報については国民が知っているという状態が本来の姿と解さ
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） ベースライン概念を提唱したサンスティン（Cass R. Sunstein）によれば，「ニューデ
ィール以前において『現状（status quo）』，すなわちコモン・ロー秩序が体現する既存
の富や資源の配分は，『自然な』『前政治的な』ものとして，中立的なベースラインとさ
れ，それを変更する政府の行為は『作為』とされた」（安西文雄ほか・憲法学の現代的論
点 299頁〔第 2版，2009 年〕〔巻美矢紀執筆〕）。すなわち，「ベースラインとは，当該社
会の制度イメージに立脚した法律家集団の共通了解としての標準的な制度形態のことで
あり，そこから乖離する場合は必要性と合理性が求められる」とされる（安西文雄ほ
か・憲法学読本 188頁〔第 2版，2014 年〕）。他に，渋谷秀樹・憲法 372頁以下（第 2版，
2013 年）参照。本稿では，ベースラインを「知る権利」についての憲法を専攻する研究
者集団の共通了解と公文書の管理に関する法律の規定に現れた実定法が設定したこの権
利の位置づけという意味で用いている。
れ，そのような情報は当然に国民に還流されるべきことになる。ところが，還
流すべき情報の流れが政府の怠慢によって国民に到達するに至っていないとす
れば，それはあたかも政府の行為によって妨害されている状態になっていると
解され，これはすなわち，政府が，国民に還流していくべき情報の流れを，川
の水流に例えればあたかも堰止めているような行為をしていることになる。
そこで，これを憲法 21条が保障している「情報流通の自由」に対する妨害
行為としてとらえて，その妨害行為を排除する権利が，21条から直接導き出
されるという構成になるのではないか。このように考えを進めていくと，情報
公開法に「知る権利」を書き込むことも，「よど号」ハイ・ジャック新聞記事
抹消事件およびレペタ訴訟において，それぞれ最高裁大法廷判決によって示さ
れたとらえ方を確認したものにすぎない，換言すれば情報公開法制定以前から，
すでに成熟していた権利ととらえ直すべきであろう。
⑶ 「知る権利」の具体化
ただし，以上のように「知る権利」を憲法上の権利として成熟していたもの
ととらえるとしても，それを現実に行使するためには，伝統的な妨害排除請求
権とは異なり，その内容をより精密に具体化する必要がある。そのために，憲
法上の「知る権利」を「行政文書の開示を請求する権利」として情報公開法 1
条の中に確認した上で，その要件・効果等の詳細を他の条文の中に規定する必
要があったと解すべきことになる。従来，憲法 21条から導かれる「知る権利」
は理念上の権利にとどまり，その実定化には，別途法律による要件・効果等の
規定が必要とするとされるのも，以上のように再構成して説明できるのではな
いか。
 明文化された「知る権利」はどのような機能を果たすのか
法律に「知る権利」が書き込まれたとしても，すでに情報公開法によって，
「行政文書の開示を請求する権利」は明文化されているので，条文の解釈指針
として，あるいは運用上の理念として機能するにすぎない，とする見方もある
であろう。
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⑴ 明文化は不要か
確かに「知る権利」が憲法 21条に根拠をもつ権利か否かにかかわりなく，
情報公開制度は，すでに国レベルでも 10 年余りの実績を積み上げてきている
のであるから，いまさら法律に「知る権利」を書き込んでもさしたる変化は生
じないといえるかもしれない。
しかし，憲法の条項には「知る権利」についての明文規定はないので，この
権利を情報公開法の改正によって，目的規定たる同法 1条に明文化して書き込
むことは，「国民主権の理念」のみから情報公開請求権が導き出されるとする
現行規定のとらえ方を，抽象的な国民主権の理念に則してより展開させること
になるので，情報公開制度の再構築を目指す改正にあたっては，より強力な制
度設計原理として，そしてまた改正後の同制度の下で再出発するはずの実務上
の運営にあたって大きな影響を及ぼすものと考えられる。
この問題は，国民の手元に現にある権利が，本来権利として備わっているも
のか，それとも本来権利として備わっておらず，国の制度構築にともなって創
設されて国民に付与された，いわば特権10)というべきものにすぎないものか，
というとらえ方に関わる。
⑵ 権利と特権の違い
仮にこの権利を憲法上の権利ではなく，法律によって初めて与えられた権利，
すなわち特権ととらえれば，その内容も法律制定権者（立法者）の意のままに
構成し設定できることになり，したがって，いかようにでも縮減でき，またい
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10）「自由」と「特権」，あるいは「権利」と「特権」の相違については，その定義そのも
のから様々な考え方がありうる。中世における身分的・団体秩序的な権利を「特権」と，
近代における一般的・普遍妥当的な権利を「自由」とするとらえ方もありうる（石川健
治・自由と特権の距離 55 頁以下〔1999 年〕）。また，アメリカの法哲学者ホーフェルド
（Wesley Newcomb Hohfeld）の提唱した，無権利な者に対しては義務を負わないという
意味の法的地位を特権とし，特権と義務を組み合わせ，あるいは特権と無権利を組み合
わせる，いわゆる「ホーフェルド図式」で示したとらえ方もありうる。しかし，本稿で
は，憲法で明文化された権利にも，前国家的な自然権と，憲法が創設した後国家的な権
利（＝憲法上の権利）があるという概念上の区別にならって，議論の便宜上，「前法律的
な」憲法上の権利と法律が創設した権利があるという前提を設定し，前者を「権利」と
し，後者を「特権」とした。
かようにでも条件を付すことができることになる。これに対して，憲法上の権
利ととらえれば，そのような行為はできないことになる。ただし，難しいのは，
憲法上の権利ととらえても，いわゆる立法裁量の歯止めをかけるような明確な
規範を憲法から一義的に導き出されることができるか，という点である。
しかし，この点は，これまでの 10 年余の運用の蓄積から経験的に検証し，
かつ研究の蓄積から理論的に構築可能であり，情報公開法改正のために設けら
れた行政刷新会議で交わされた議論こそが，その規範の確認作業になったので
はないか。具体的には，このような機能は例えば行政機関の長に裁量を大幅に
認めるかのように読める情報公開法 5 条 3 号・4 号の改正についても基本的な
視点を提供するという点に現われることになる。
また，憲法上の権利としてとらえることによって，行政裁量に対する統制，
つまり裁量権の逸脱・濫用を判断する際の確固たる視点を与えることになる。
 「知る権利」と説明責任との関係をどのようにとらえるのか
情報公開請求権を規定する現行情報公開法 1条には，憲法 21条自体に，ま
た「知る権利」についての言及はなく，国民主権の理念が正面に打ち出されて
いるにすぎない。確かに，国政の最高決定権者たる主権者としての国民が政府
機関に蓄積されている情報の開示を求める権利があるということを確認したこ
とは，極めて重要である。ところで，同法の改正にあたって「知る権利」を書
き込んだ場合，「国民に説明する責務」という言葉を削除することに，すなわ
ちいわゆる説明責任（accountability）の背景にある考え方をも削除すべきこと
になるのであろうか。
⑴ 権利と責任の関係
法主体間の法的関係は，基本的には権利と義務の関係に解析されるはずであ
るが，政府が国民に対して負う義務は，かならずしも個別具体的な国民に対す
る義務ではなく，公益の中に吸収されて国民全体に対する抽象的義務にすぎな
いというべき側面があることは否定できない。仮に行政庁の違法行為があった
場合，それは国民全体に対して行政庁の負う義務違反になるわけであるが，行
政事件訴訟法が定める抗告訴訟においてはそれだけでは誰もがその違法性を争
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うことができず，抗告訴訟の典型として規定された取消訴訟においては，私人
の「法律上の利益」を侵害する場合でないと出訴できないとされている（行訴
法 9条 1項）ことも，こうした事情を前提としている。つまり，義務（責務）
と権利は，このような場合においては，表裏一体の関係とはなってはいないの
である。
情報公開法が制定された当時において，「国民に説明する責務」と規定した
のは，この責務に対応する国民の具体的権利は，法律によって明文化される前
には存在しない，ということが前提とされていたと思われる。
ところが，先に述べたように，「知る権利」という憲法に根拠のある権利を
条文に書き込むことによって，これに対応する，情報を提供する義務がその情
報に関係する行政機関側に生ずることになる。とすれば，あえて「国民に説明
する責務」という文言をなお維持する必要がないということになりそうである。
⑵ 説明責任の独自の意義
しかし，「国民に説明する責務」は，単に「国民が説明を受ける法律上の権
利」に対応する義務をその内容とするわけではない。そのような内容にとどま
らず，より広く，請求がない場合でも，また仮に国民に具体的権利が発生しな
いような場合においても，行政機関が国民主権の理念を具体化するために負う
義務と理解すれば，なお，これをそのまま維持する意義は失われず，さらに今
後の事情の進展によっては，さらにより多くの具体的権利を構築していく根拠
となるという重要な役割を担うものとなるのではないか。また，この義務が果
たされることによって，国民は広く行政活動，さらには立法活動および司法活
動を含む統治活動全体に関する情報を手に入れることができ，それに基づいて
参政権を行使する，より具体的には選挙権を行使する前提となる情報基盤を獲
得することができるのである。
なお，日本国憲法は，公開原則について，国会と裁判所に対しては明文で定
めるが，内閣および行政各部に対しては明文をもっては定めていない。内閣が
国民に対して直接負う説明責任は，憲法 91条の財政状況の報告義務のみであ
る。しかし，統治機関すべてにわたる通則，すなわち共通の準則として，公開
原則と憲法遵守義務（憲法 99条）が設定されると解される11)。したがって，
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情報公開法に規定された「国民に説明する責務」はこのような憲法上の統治機
構通則と位置づけられる公開原則を確認した点でもまた重要である。
Ⅲ 「インカメラ審理」の問題
日本国憲法 82条 1項は，「裁判の対審及び判決は，公開法廷でこれを行ふ」
とし，同条 2項は「裁判所が，裁判官の全員一致で，公の秩序又は善良の風俗
を害する虞があると決した場合には，対審は，公開しないでこれを行ふことが
できる。但し，政治犯罪，出版に関する犯罪又はこの憲法第 3章で保障する国
民の権利が問題となつてゐる事件の対審は，常にこれを公開しなければならな
い」とする。仮に今次の改正によって「インカメラ審理」を導入するのであれ
ば，非公開の審理を認めることになるので，この条項との整合性をはかる必要
がでてくる。
 裁判の公開が求められた理由はどこにあるのか
刑事裁判公開の原則が憲法原則として確立したのはフランス革命期である。
現行憲法 82条の原型は，「刑事における弁論は公開とする。ただし，公開が秩
序・風俗を害すべきときはこの限りでない。これに該当するときは裁判所は判
決によってこの旨を宣言する」と規定した 1814 年の憲法（Charte constitution-
nelle）64条に求めることができる。そして，その趣旨は，「裁判ノ対審判決ハ
之ヲ公開ス但シ安寧秩序又ハ風俗ヲ害スルノ虞アルトキハ法律ニ依リ又ハ裁判
所ノ決議ヲ以テ対審ノ公開ヲ停ムルコトヲ得」と規定する明治憲法 59条を経
て，82条となった。
⑴ 手段としての公開
裁判の公開が要請される根拠は，秘密主義の下で，密室の中で行われた暗黒
裁判，すなわち不公正で不公平な裁判の経験に求めることができる。民事裁判
は，秘密主義がとられた時代においても公開は維持されたが，刑事裁判は，政
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11） 渋谷・前掲書注 9）525 頁以下参照。
治犯罪への弾圧手段として用いられたこともあって，公開が強く要請されるこ
とになり，その趣旨が憲法 82条 2項但書きの中に規定されることとなった。
⑵ 目的としての公平と公正
しかし，公開原則を貫徹することがかえって，当事者の権利を侵害し，また
不公平な裁判手続が行われ，公正でない裁判を生み出すこともありうる。そこ
で，憲法 82条 2項本文のように，例外的に非公開をみとめる手続的要件と実
体的要件を定めることになった。ここでは，裁判の公開は，裁判の公平と公正
を担保する手段であるという位置づけを確認しておく必要がある。手段に固執
することによって，目的を阻害するのであれば，それは，制度の趣旨に矛盾し，
反することになり，「角を矯めて牛を殺す」ようなことになるのである。裁判
制度が確立した現代の政治社会においては，近世末期に生じた暗黒裁判はもは
やほとんど想定できず，制度の原点を確認しながら，発想の転換をすべき時期
が到来しているのではないか。
 インカメラ審理がなぜ必要とされるのか
インカメラ審理の必要性は，公開裁判によって訴訟当事者や証人など訴訟関
係人の名誉・プライバシー・企業秘密その他の権利が侵害されるとして，これ
らに配慮した措置をとるべきであるとする主張などの中で，議論されるように
なった。
⑴ 権利保護と秘匿性維持の調整
情報公開をめぐる訴訟においても，訴訟関係者の名誉・プライバシー等の権
利が問題となる場合のほか，法律・条例によって非公開とされる事項か否かを
判断する手法として必要不可欠であるとする議論が主流となっている。つまり，
公開が求められた情報について，公開法廷の場でその判断をなすこと自体によ
って，当該情報が公開され，本来非公開とされるべき情報の秘匿性が侵される
という矛盾を解決する必要性に迫られたのである。
⑵ 当事者主義の原則
ところが，裁判官は，公知の事実を除き，公開の法廷に提出された証拠のみ
によって事実認定をしなければならず，またその証拠は訴訟当事者が吟味，弾
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劾の機会を経たものに限られるとするのが民事裁判の基本原則であるから，仮
に公開の法廷外で事実の認定をすることになれば，裁判制度の根幹をゆるがす
ことになりかねないのである。インカメラ審理は，対審手続を経ずに，裁判官
のみが非公開の法廷（裁判官の執務室内〔＝ in camera〕等も含む）で認定した事
実を裁判の基礎に用いることを認めようとするものである。ここでは当事者主
義の中核を占める双方審尋主義の性質と内容の確認も迫られることになった。
 憲法解釈の技法としてどのようなものがあるのか
非公開審理の必要性と，憲法の公開原則の調整をはかる解釈技法として，以
下のようなものがありうる。
① 「公の秩序」の概念を拡大解釈して公開の停止が公共の利益を促進する
場合を広く認める手法
② 「公の秩序又は善良の風俗」を例示規定と解しその他の場合もあり得る
とする手法
③ 憲法 32条の裁判を受ける権利の実効的保障の見地から非公開事由が導
出されるとする手法
④ 憲法 82条 1項自体が人権規定によって制限されるとする手法
⑤ 非公開事項を解釈・操作するのではなく「公開」の意味を操作する手法
⑴ 泉德治裁判官の補足意見
情報公開訴訟において，原告が立会権を放棄するかたちで，実質的にインカ
メラ審理を行うことを求めた事案において，最高裁は，「情報公開訴訟におい
て証拠調べとしてのインカメラ審理を行うことは，民事訴訟の基本原則に反す
るから，明文の規定がない限り，許されないものといわざるを得ない」とし
た12)。しかし，この決定において泉德治裁判官はその補足意見の中で，多数
意見（法廷意見）と同じく「民事訴訟の基本原則に例外を設ける明文の規定を
欠いたままで，インカメラ審理を行うことは許されない」としつつ，「新たな
立法によって情報公開訴訟にインカメラ審理を導入することは，……裁判の公
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12） 最決平成 21 年 1 月 15日民集 63巻 1 号 46頁。
開を保障する憲法 82条に違反するものではなく，訴訟制度構築に係る立法裁
量の範囲に属すると考える」とした上で，情報公開訴訟の特殊性について，
「情報公開訴訟は，開示請求に係る行政文書を開示しない旨の行政機関の長の
決定が違法であるか否かを判断するためのものであって，その訴訟手続の途中
で当該行政文書の内容を法廷で公開するということは，もともと予定されてい
ないことである。ただ，現在の情報公開訴訟においては，裁判所は，当該行政
文書を見分することなく，周辺資料から当該行政文書に不開示情報が記録され
ているか否かを間接的に推認するほかないため，裁判所が請求を棄却した場合
に，開示請求者の納得を得にくい面があることは否定できない」と言及する。
そして，「インカメラ審理は，裁判所が当該行政文書を直接見分し，自ら内容
を確認して実体判断をするための手続であるから，国民の知る権利の具体化と
して認められた行政文書開示請求権の司法上の保護を強化し，裁判の信頼性を
高め，憲法 32条の裁判を受ける権利をより充実させるものということができ
る」とした上で，「裁判を受ける権利をより充実させるものである以上，情報
公開訴訟におけるインカメラ審理は，憲法 82条に違反するものではないと解
すべきである」とした。
ここで採られた解釈技法は，基本的に上記③の手法に立脚しつつ，裁判公開
の原則を規定する 82条 1項自体が憲法によって保障された「知る権利」によ
って，制限されるとする④の手法を加味したものと解することができる。
⑵ 「公の秩序」としての情報公開
このような解釈技法は，むろん肯定的にとらえるべきであるが，裁判公開と
いう客観的な秩序保障の例外を認めるためには，裁判の公平・公正という同じ
く客観的な秩序を 82条 1項本文にある「公の秩序」の文言に読み込み，その
決定についての手続要件を直接的に非公開決定に適用できる①の手法がより望
ましいのではないかと思われる。つまり，国民に対する情報公開が憲法で定め
られた「公の秩序」そのものとみるのである。
⑶ 双方審尋主義は憲法上の要請か
刑事裁判につき憲法 37条 2項は証人審問権を被告人に保障している。これ
は広く事実認定の基礎となる証拠は被告人に開示し，検証と主張の機会を付与
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しなければならないことを前提とした規定と解される13)。しかし，刑事裁判
の場合においても，合理的理由による例外は許されるとされ，刑事訴訟法 321
条以下に例外規定がおかれている。合理的理由とは，被告人に当の証人に対す
る審問の機会を与えることが不可能または著しく困難であり，しかもその供述
が相当に信用に値するときである。
他方，行政事件を含む民事裁判については同趣旨の規定はない。この問題は，
憲法 82条が規定する裁判公開の「公開」とは何を意味するのかに関連する。
「公開」は民事裁判の訴訟当事者に対しても常に保障されているのか。
ここで，「公開」は，あくまで憲法 32条の定める「裁判を受ける権利」を実
効化するための手段であることに留意すべきである。情報公開訴訟の性質から
して，当事者に公開すること自体が一方当事者の勝訴となってしまい，被告人
の防禦権を無視することになる場合，あるいは当事者が公開を望まない場合に
まで双方審尋主義を貫徹することは，「裁判を受ける権利」を無意味と化すこ
とになりかねない。双方審尋主義は，民事裁判の基本原則であるが，憲法上の
要請ではなく，事案の性質に応じて法律または最高判所規則，さらには訴訟の
実践の局面に応じて柔軟に修正されてしかるべき原則にすぎない。
 憲法 82 条 2 項但書きとの関係をどのように理解するのか
⑴ 絶対的公開
上記の解釈技法をもちいて，情報公開訴訟の一部を非公開にできるとしても，
憲法 82条 2項但書きにある「憲法第 3章で保障する国民の権利が問題となつ
てゐる事件の対審は，常にこれを公開しなければならない」とする条項との関
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13） なお，最判平成 17 年 4 月 17 日刑集 59巻 3 号 259頁は，①証人尋問の際の遮へい措置
（刑訴 157条の 3）および②ビデオリンク方式による証人尋問（刑訴 157条の 4）につき，
①の措置がとられても，被告人は供述を聞きまた自ら尋問できること，またこの措置は
弁護人が出頭している場合に限り採用できるので，弁護人による供述態度等の観察は妨
げられないこと，また②は被告人は証人を見ながら供述を聞きまた自ら尋問できること，
また①と②が併用されても，被告人は供述を聞きまた自ら尋問もでき，弁護人による観
察も妨げられないので，被告人の証人審問権は侵害されていないとした。刑事裁判にお
いては，被告人でなくてもその弁護人との間でこのようなかたちの当事者主義は要請さ
れるとしたものと解される。
係を考えなければならない。つまり，情報公開請求権が，憲法上の権利である
「知る権利」に基礎付けられたものであるとしたとき，情報公開訴訟は，「憲法
第 3章で保障する国民の権利が問題となつてゐる事件」となり，情報公開訴訟
は，常に公開するのが憲法上の要請とも理解されうるのである。そこで，憲法
82条 2項但書きが絶対的に公開を要求している事件とは何かを明らかにする
必要がある。
⑵ 行政事件への適用
「この憲法第 3章で保障する国民の権利が問題となつてゐる事件」の意味に
ついて，人権を制限する法律・命令違反が問題となるのは刑事裁判に止まらな
いから民事・刑事・行政すべての裁判を指すと解する考え方（人権侵害事件説）
もある。しかし，並列的列挙にあたる事項に「犯罪」とあるので，刑事裁判に
限定して解すべきである14)。実質的に考えても，情報の内容によっては非開
示となる場合もあるという意味で，「知る権利」は，政府機関の情報に対して
絶対的に優位にたつということがいえない以上，憲法 82条 2項但書きが想定
していない問題ということになろう。
結局のところ，情報公開訴訟は，行政事件であるから，この但書きに規定さ
れた公開原則に抵触することはないという結論に至るのである。
Ⅳ むすびにかえて
以上，知る権利とインカメラ審理手続の実定化にあたっての憲法問題を概観
したが，むろんその他にも憲法問題がいくつか存在する。そのうち重要なもの
は個人情報保護との関係の整序である。個人情報については，情報公開法とは
別に「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」が存在する。憲法理
論では，個人情報に関する権利をプライバシー権ととらえ，さらにその内容を
自己情報コントロール権ととらえるのが大勢となった。
さて，プライバシー権につき複数の法律が規定するとき，相互間に矛盾抵触
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14） 諸説の概要については，渋谷・前掲書注 9）680頁以下参照。
はあってはならないか。答えは，「否」である。なぜなら，法律はそれぞれ固
有の目的をもっており，それぞれの目的に照らして，各法律が使用する用語に
定義と内容を与えていくのである。したがって，異なるのはむしろ当然と考え
るべきである。
最後に残された，そして，最大の問題点は，以上のような検討の結果作成さ
れた情報公開法の改正案が，2012 年 12 月の自由民主党と公明党の政権復帰の
結果，頓挫した点にある。この政権は，政府機関保有情報の開示原則の推進を
志向する情報公開法の改正には関心を示さず，政府機関保有情報の非開示領域
（外交・防衛・治安関連情報）を確保する特定秘密保護法の制定を急いだ。日本
における民主主義の定着と成熟をめざすために，情報公開の推進は，必須の前
提要件である。講学上は常識となった表現の自由（情報の自由）のもつ自己統
治の価値が，統治活動の実践の場で現実化する日は果たして来るのであろうか。
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